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１【半期報告書の訂正報告書の提出理由】
当社の連結子会社であるパワーサプライテクノロジー株式会社（以下、「PST社」といいます。）において、過去に

製造・販売した製品の不具合への対応として、販売先において発生した交換対応等の費用について、協議を経てPST社

がその一部を負担することとなったにも関わらず、当該費用負担に伴う損失がこれまで会計処理がなされていなかった

事案（以下、「本件事案」といいます。）が発生いたしました。本件事案について、事実関係の調査、類似事案の有無

の確認、原因究明及び再発防止策の検討等を行うにあたり、第三者の視点による客観性及び中立性を確保した調査を実

施することが、より適切であると判断いたしました。このため、2026年１月23日付で外部の弁護士・公認会計士で構成

される特別調査委員会を設置し、本件の事実関係の解明、本件による中間連結財務諸表への影響の有無及び影響額の検

討、本件に類似する事案の有無の確認、本件が生じた原因の分析と再発防止策の提言を求めることといたしました。

その後、2026年３月13日に特別調査委員会の調査報告書を受領し、その結果、2024年３月期決算においてPST社が負

担すべき費用を製品補償損失引当金として計上すべきであったにもかかわらず、これを計上していなかったことが判明

いたしました。これは、2024年３月期末までにおける販売先との協議状況等を踏まえ、PST社が交換対応等に係る費用

の一部を負担する蓋然性が高く、その金額を合理的に見積もることが可能な状況にあったにもかかわらず、必要な会計

上の検討及び処理が行われていなかったためです。

調査の結果を中間連結財務諸表に反映するため、過去に提出済の半期報告書に記載されている中間連結財務諸表を訂

正することといたしました。なお、今回の訂正にあたっては、訂正の原因となった製品補償損失引当金の計上の他、過

年度において重要性がないため訂正を行っていなかった事項も併せて中間連結財務諸表に反映させております。

これらの決算訂正により、当社が2025年１月14日に提出いたしました第40期中（自　2024年４月１日　至　2024年９

月30日）に係る半期報告書の記載事項の一部を訂正する必要が生じましたので、金融商品取引法第24条の５第５項の規

定に基づき、半期報告書の訂正報告書を提出するものであります。

訂正後の中間連結財務諸表については、有限責任 あずさ監査法人の期中レビューを受けており、2026年４月27日付

の期中レビュー報告書を添付しております。

 

２【訂正事項】
　　第一部　企業情報

　第１　企業の概況

　　１　主要な経営指標等の推移

　第２　事業の状況

　　２　経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

第４　経理の状況

　２　監査証明について

　１　中間連結財務諸表

　　（１）中間連結貸借対照表

　　（２）中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書

　　　　　中間連結損益計算書

　　　　　中間連結包括利益計算書

　　（３）中間連結キャッシュ・フロー計算書

　　　　　注記事項

　　　　　　（追加情報）

　　　　　　（セグメント情報等）

　　　　　　（１株当たり情報）

 

３【訂正箇所】
　訂正箇所は＿＿＿を付して表示しております。なお、訂正箇所が多数に及ぶことから、上記の訂正事項については、

訂正後のみを記載しております。
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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第39期

中間連結会計期間
第40期

中間連結会計期間
第39期

会計期間
自　2023年４月１日
至　2023年９月30日

自　2024年４月１日
至　2024年９月30日

自　2023年４月１日
至　2024年３月31日

売上高 （千円） 36,274,884 36,763,836 72,874,100

経常利益 （千円） 889,691 1,387,041 1,419,492

親会社株主に帰属する中間

（当期）純利益又は親会社株主に

帰属する中間（当期）純損失

（△）

（千円） 560,026 951,644 △130,557

中間包括利益又は包括利益 （千円） 140,678 1,021,931 △307,563

純資産額 （千円） 2,925,701 3,389,116 2,477,296

総資産額 （千円） 37,818,438 37,706,667 35,824,871

１株当たり中間（当期）純利益金

額又は１株当たり中間（当期）純

損失金額（△）

（円） 36.03 61.23 △8.40

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益金額
（円） - - -

自己資本比率 （％） 7.7 9.0 6.9

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 2,322,179 164,238 4,772,819

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △618,518 △509,962 △1,052,306

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △1,075,141 33,157 △3,092,702

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高
（千円） 4,247,697 4,197,726 4,203,382

（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

２．第39期中間連結会計期間及び第40期中間連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額に

ついては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．第39期の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、１株当たり当期純損失であり、ま

た、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。

また、各セグメントに係る主要な関係会社の異動は次のとおりであります。

 

＜ＨＳ事業＞

主要な関係会社の異動はありません。

＜ＥＭＳ事業＞

主要な関係会社の異動はありません。

＜ＰＳ事業＞

主要な関係会社の異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

（１）財政状態及び経営成績の状況

当中間連結会計期間における世界経済は、長期化するウクライナ情勢や中東情勢の緊迫化による地政学的リスク

の高まり、金融引き締め政策の継続による各国経済への影響や中国経済の先行き懸念等、依然として不透明な状況

が続きました。

わが国経済においても雇用・所得環境の改善やインバウンド需要の増加等により景気は緩やかな回復基調となり

ましたが、不安定な国際情勢の中、円安傾向の継続、資源・エネルギー価格の高騰に伴う物価高の進行等、引き続

き注視が必要な状況にあります。

このような状況のもと、当社グループは、各事業において新市場への参入や新規需要の開拓等、次の成長への種

まきを進めるとともに、事業基盤の強化を図るべく、グループ全体で合理化、効率化を徹底的に進め、事業効率の

よい体制への転換や抜本的コスト構造改革を行ってまいりました。

具体的には、ＨＳ事業における多様な人材の活躍推進、これによる売上の拡大、また、ＥＭＳ事業については戦

略投資拠点における売上・利益の拡大、ＰＳ事業においては産業機器分野への参入および安定収益の確保等、各事

業とも売上成長とともに収益性改善への取り組み成果を進めており、確実に利益をだせる体質に転換しつつありま

す。

　これらの結果、当中間連結会計期間の業績は、売上高は36,763百万円（前年同期比1.3％増）、営業利益は948百

万円（前年同期比90.5％増）となりました。

また、営業外収益において海外子会社へのグループ内貸付金に対する評価替えおよび海外子会社間の取引等によ

る為替差益695百万円の発生があり、経常利益は1,387百万円（前年同期比55.9％増）となり、親会社株主に帰属す

る中間純利益につきましては、特別調査等関連損失引当金繰入額として特別損失233百万円を計上したことから、

951百万円（前年同期比69.9％増）となりました。

当社は、2024年10月22日付開示のとおり、前代表取締役社長による不適切な経費の使用等（以下、「本件」とい

います。）に関し、2024年８月、当社会計監査人である有限責任 あずさ監査法人が監査手続を進める中で、当社

監査等委員会に対し、前代表取締役社長の経費使用に関し社内調査を行うよう要請を受けました。これを受け、当

社監査等委員会において社内調査を行ってきましたが、さらに詳細な調査を行い事実関係やその原因等を明らかに

することが必要と判断し、10月21日付で社外取締役及び外部弁護士による構成にて、特別調査委員会を設置すると

ともに、委員及び委嘱内容を決定し、調査を行ってまいりました。

　本件の調査結果は、2024年12月13日付開示の「特別調査委員会の調査報告書受領に関するお知らせ」のとおりで

すが、本件による連結財務諸表に与える影響は軽微であります。

なお、特別調査委員会による調査に加え、グループ全体において類似事案の有無や会計処理の適切性等の自己点

検を行っており、特別調査委員会による調査等に係る一連の損失233百万円を、当中間連結会計期間において特別

損失として計上いたしました。

 

当中間連結会計期間のセグメントの業績は、次のとおりであります。

①　ＨＳ事業（ヒューマンソリューション事業）

　国内事業については、自動車関連における減産影響があり、利益面においても原価率改善や適正販管費の管理強

化等、基盤強化策を進めておりますが、成長の種まきとして高度エンジニア人材の育成を目的とした技術センター

開設等、戦略投資における初期費用の発生がありました。海外事業については、これまでの基盤強化策の効果に加

え、中国やタイ、ラオスにおける販売増加や為替による影響等もあり、前年同期に対し売上、利益とも増加しまし

た。

この結果、当セグメントの売上高は11,494百万円（前年同期比0.7％増）、セグメント利益は、310百万円（前年

同期比27.4％減）となりました。
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②　ＥＭＳ事業（エレクトロニクスマニュファクチャリングサービス事業）

　ＥＭＳ事業は、中国・ＡＳＥＡＮ・北米において生産活動を展開しており、戦略投資の実行期にあります。

　当中間連結会計期間においては、一部でお客様の販売戦略変更による生産調整等の影響がありましたが、戦略投

資拠点であるベトナム、北米事業において、新規受注の立ち上げや量産開始等により堅調に推移しました。利益面

でも各拠点における生産性改善やコスト構造見直しの成果もあり、大幅な改善となりました。

　この結果、当セグメントの売上高は、17,614百万円（前年同期比1.5％増）、セグメント利益は、469百万円（前

年同期比249.7％増）となりました。

 

③　ＰＳ事業（パワーサプライ事業）

　当中間連結会計期間においては、引き続き需要は高い水準を維持しており、サプライチェーンの構造変化による

在庫調整や、お客様における減産および事業環境変化に伴う一部商品の販売後ろ倒し影響がありましたが、第２四

半期に入り国内向け販売の増加など主力機種の受注が回復、為替影響もあり、前年同期に対し売上、利益とも増加

しました。

この結果、当セグメントの売上高は、7,653百万円（前年同期比1.9％増）、セグメント利益は、499百万円（前

年同期比127.7％増）となりました。

 

財政状態の分析

（資産）

　当中間連結会計期間末における流動資産合計は、27,122百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,095百万円

増加いたしました。これは原材料及び貯蔵品が618百万円減少した一方で、受取手形、売掛金及び契約資産が

1,379百万円、製品が216百万円増加したことによるものです。

　固定資産合計は、10,577百万円となり、前連結会計年度末に比べ793百万円増加いたしました。これは主に有

形固定資産が745百万円増加したことによるものです。

　繰延資産は、６百万円となり、前連結会計年度末に比べ６百万円減少いたしました。

　この結果、総資産は、37,706百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,881百万円増加いたしました。

 

（負債）

　当中間連結会計期間末における流動負債合計は、30,485百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,266百万円

増加いたしました。これは主に未払法人税等が288百万円、未払消費税等が158百万円、その他流動負債が205百

万円減少した一方で、支払手形及び買掛金が648百万円、短期借入金が962百万円、特別調査等関連損失引当金が

233百万円増加したことによるものです。

　固定負債合計は、3,832百万円となり、前連結会計年度末に比べ296百万円減少いたしました。これは主に長期

未払金が568百万円増加した一方で、製品補償損失引当金が716百万円、長期借入金が343百万円減少したことに

よるものです。

　この結果、負債合計は、34,317百万円となり、前連結会計年度末に比べ969百万円増加いたしました。

 

（純資産）

　当中間連結会計期間末における純資産合計は、3,389百万円となり、前連結会計年度末に比べ911百万円増加い

たしました。これは主に利益剰余金が842百万円、為替換算調整勘定が70百万円増加したことによるものです。

　この結果、自己資本比率は9.0％（前連結会計年度末は6.9％)となりました。

 

（２）キャッシュ・フローの状況

　当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、4,197百万円（前年同期は

4,247百万円）となりました。

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 

「営業活動によるキャッシュ・フロー」は、164百万円の収入（前年同期は2,322百万円の収入）となりまし

た。主なプラス要因は、税金等調整前中間純利益1,207百万円（前年同期は889百万円の純利益）、減価償却費

735百万円（前年同期は731百万円）、特別調査等関連損失引当金の増加額233百万円、棚卸資産の減少額758百万

円（前年同期は1,877百万円の減少額）等となり、主なマイナス要因は、為替差益665百万円（前年同期は565百

万円の為替差益）、売上債権の増加額730百万円（前年同期は1,996百万円の減少額）、未払金の減少額98百万円

（前年同期は505百万円の減少額）、未払費用の減少額195百万円（前年同期は175百万円の増加額）、未払消費

税等の減少額146百万円（前年同期は92百万円の増加額）、利息の支払額279百万円（前年同期は356百万円の支

払額）、法人税等の支払額483百万円（前年同期は412百万円の支払額）等によるものです。
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「投資活動によるキャッシュ・フロー」は、509百万円の支出（前年同期は618百万円の支出）となりました。

主なプラス要因は、有形固定資産の売却による収入51百万円（前年同期は１百万円の収入）となり、主なマイナ

ス要因は、有形固定資産の取得による支出543百万円（前年同期は540百万円の支出）等によるものです。

 

「財務活動によるキャッシュ・フロー」は、33百万円の収入（前年同期は1,075百万円の支出）となりまし

た。プラス要因は、短期借入金の純増額865百万円（前年同期は1,284百万円の純減額）となり、マイナス要因

は、長期借入金の返済による支出505百万円（前年同期は404百万円の支出）、ファイナンス・リース債務の返済

による支出218百万円（前年同期は192百万円の支出）、配当金の支払額108百万円（前年同期は93百万円の支払

額）によるものです。

 

（３）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当中間連結会計期間において新たに発生した優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題は、次のとおりであ

ります。

当社は、前代表取締役社長の不適切な経費の使用等に関し、特別調査委員会を設置し、調査を行った結果、有

価証券報告書の公衆縦覧期間である５年間に、さらにこれに影響し得る２年分を加えた過去７年（2017年４月1

日～2024年３月31日）の期間において、私的流用と認められる経費使用の事実が確認された調査報告書を受領し

ております。当社は特別調査委員会の調査結果を踏まえ、具体的な再発防止策を策定し公表しております。これ

らの施策を着実に実行すると共に、内部統制のさらなる強化に取り組み、再発防止に努めてまいります。

なお、前代表取締役社長による私的流用費用の算定及びそれを踏まえた措置については、2025年１月14日付開

示の「前代表取締役社長に対する取締役辞任再勧告及び損害賠償請求に関するお知らせ」をご覧ください。

 

（４） 研究開発活動

当中間連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は軽微であります。

なお、当中間連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

（５） 経営成績に重要な影響を与える要因

 当中間連結会計期間において、経営成績に重要な影響を与える要因について重要な変更はありません。

 

（６） 資本の財源及び資金の流動性についての分析

当中間連結会計期間において、資本の財源及び資金の流動性について重要な変更はありません。

 

 

３【経営上の重要な契約等】

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 41,200,000

計 41,200,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末
現在発行数（株）
（2024年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2025年１月14日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引

業協会名
内容

普通株式 21,611,000 21,611,000
東京証券取引所

スタンダード市場

単元株式数

100株

計 21,611,000 21,611,000 － －

（注）普通株式は完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

2024年４月１日～

2024年９月30日
－ 21,611,000 － 500,690 － 196,109
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（５）【大株主の状況】

  2024年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式（自
己株式を除
く。）の総数に
対する所有株式
数の割合(％)

小野　文明 神奈川県横浜市都筑区 3,638,000 23.41

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木１丁目６番１号 529,246 3.40

福本　英久 東京都北区 440,000 2.83

上田八木短資株式会社 大阪市中央区高麗橋２丁目４番２号 413,600 2.66

ＢＮＹ　ＧＣＭ　ＣＬＩＥＮＴ　Ａ

ＣＣＯＵＮＴ　ＪＰＲＤ　ＡＣ　Ｉ

ＳＧ　（ＦＥ－ＡＣ）

（常任代理人　株式会社三菱ＵＦＪ

銀行）

ＰＥＴＥＲＢＯＲＯＵＧＨ　ＣＯＵＲＴ　
１３３　ＦＬＥＥＴ　ＳＴＲＥＥＴ　ＬＯ
ＮＤＯＮ　ＥＣ４Ａ　２ＢＢ　ＵＮＩＴＥ
Ｄ　ＫＩＮＧＤＯＭ
（東京都千代田区丸の内１丁目４番５号　
決済事業部）

410,500 2.64

塩澤　一光 東京都目黒区 350,000 2.25

東海東京証券株式会社 愛知県名古屋市中村区名駅４丁目７番１号 252,800 1.62

島根　良明 埼玉県八潮市 214,100 1.37

ｎｍｓグループ社員持株会
東京都新宿区西新宿３丁目20番２号
東京オペラシティタワー45階

187,961 1.20

モルガン・スタンレーＭＵＦＧ証券

株式会社

東京都千代田区大手町１丁目９番７号

大手町フィナンシャルシテイサウスタワー
178,600 1.14

計 － 6,614,807 42.52
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2024年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 6,067,900 －
株主としての権利内容に制

限のない標準となる株式

完全議決権株式（その他） 普通株式 15,537,600 155,376 同上

単元未満株式 普通株式 5,500 － 同上

発行済株式総数  21,611,000 － －

総株主の議決権  － 155,376 －

 

②【自己株式等】

    2024年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

ｎｍｓ ホールディ

ングス株式会社

東京都新宿区西新宿

三丁目20番2号
6,067,900 - 6,067,900 28.07

計 － 6,067,900 - 6,067,900 28.07

 

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当中間会計期間における役員の異動はありません。

なお、当中間会計期間末日後における役員の異動は、次のとおりであります。

　役職の異動

新役職名 旧役職名 氏名 異動年月日

　代表取締役常務 　　常務取締役
　　河野　寿子

　　2024年11月11日

　代表取締役社長 　代表取締役常務 　　2024年12月20日

　　　取締役 　代表取締役社長 　　小野　文明 　　2024年12月19日
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について

当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2024年４月１日から2024年９月

30日まで）に係る中間連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による期中レビューを受けております。

なお、金融商品取引法第24条の５第５項の規定に基づき、半期報告書の訂正報告書を提出しておりますが、訂正後

の中間連結財務諸表については、有限責任 あずさ監査法人による期中レビューを受けております。
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１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(2024年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 4,261,431 4,229,226

受取手形、売掛金及び契約資産 10,946,104 12,326,002

製品 1,572,199 1,788,251

仕掛品 573,757 778,784

原材料及び貯蔵品 6,735,694 6,117,618

その他 1,953,438 1,898,641

貸倒引当金 △15,347 △15,981

流動資産合計 26,027,279 27,122,544

固定資産   

有形固定資産   

土地 953,021 953,021

その他（純額） 7,028,516 7,773,715

有形固定資産合計 7,981,537 8,726,736

無形固定資産   

その他 605,580 596,087

無形固定資産合計 605,580 596,087

投資その他の資産   

その他 1,197,577 1,255,013

貸倒引当金 △325 △325

投資その他の資産合計 1,197,252 1,254,688

固定資産合計 9,784,370 10,577,512

繰延資産   

社債発行費 13,221 6,610

繰延資産合計 13,221 6,610

資産合計 35,824,871 37,706,667

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 4,754,244 5,402,928

短期借入金 16,288,251 17,250,479

１年内償還予定の社債 2,000,000 2,000,000

未払金 2,248,178 2,311,066

未払法人税等 491,226 203,160

未払消費税等 495,193 336,367

賞与引当金 679,184 691,165

特別調査等関連損失引当金 - 233,000

その他 2,262,811 2,057,119

流動負債合計 29,219,091 30,485,287

固定負債   

長期借入金 1,874,937 1,531,441

繰延税金負債 69,781 68,056

退職給付に係る負債 425,930 469,203

製品補償損失引当金 716,518 -

長期未払金 22,505 591,404

その他 1,018,811 1,172,156

固定負債合計 4,128,484 3,832,264

負債合計 33,347,575 34,317,551
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(2024年９月30日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 500,690 500,690

資本剰余金 554,842 554,842

利益剰余金 3,622,365 4,465,208

自己株式 △1,310,407 △1,310,407

株主資本合計 3,367,491 4,210,334

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 △2,871 △5,320

為替換算調整勘定 △897,650 △827,259

その他の包括利益累計額合計 △900,521 △832,580

非支配株主持分 10,327 11,362

純資産合計 2,477,296 3,389,116

負債純資産合計 35,824,871 37,706,667
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（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

売上高 36,274,884 36,763,836

売上原価 32,072,984 31,745,473

売上総利益 4,201,899 5,018,363

販売費及び一般管理費   

給料及び賞与 1,410,375 1,525,662

賞与引当金繰入額 141,244 149,650

その他 2,152,190 2,394,376

販売費及び一般管理費合計 3,703,810 4,069,689

営業利益 498,089 948,674

営業外収益   

受取利息 28,214 22,693

為替差益 760,224 695,055

その他 40,569 48,601

営業外収益合計 829,008 766,349

営業外費用   

支払利息 345,344 255,426

社債発行費償却 6,610 6,610

外国源泉税 2,342 2,045

その他 83,109 63,900

営業外費用合計 437,406 327,983

経常利益 889,691 1,387,041

特別利益   

固定資産売却益 907 53,852

特別利益合計 907 53,852

特別損失   

固定資産売却損 135 -

固定資産除却損 891 595

特別調査等関連損失引当金繰入額 - ※ 233,000

特別損失合計 1,027 233,595

税金等調整前中間純利益 889,571 1,207,298

法人税等 328,225 254,571

中間純利益 561,346 952,727

非支配株主に帰属する中間純利益 1,319 1,082

親会社株主に帰属する中間純利益 560,026 951,644
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【中間連結包括利益計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

中間純利益 561,346 952,727

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 759 △2,449

為替換算調整勘定 △421,427 71,653

その他の包括利益合計 △420,667 69,204

中間包括利益 140,678 1,021,931

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 139,010 1,019,585

非支配株主に係る中間包括利益 1,668 2,346
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（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益 889,571 1,207,298

減価償却費 731,510 735,880

貸倒引当金の増減額（△は減少） 1,567 △1,835

賞与引当金の増減額（△は減少） △25,485 △19,990

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 34,945 14,727

特別調査等関連損失引当金の増減額（△は減少） - 233,000

受取利息及び受取配当金 △28,214 △22,693

支払利息 345,344 255,426

社債発行費償却 6,610 6,610

為替差損益（△は益） △565,138 △665,328

固定資産除却損 891 595

固定資産売却損益（△は益） △772 △53,852

売上債権の増減額（△は増加） 1,996,553 △730,873

未収入金の増減額（△は増加） △58,938 130,631

棚卸資産の増減額（△は増加） 1,877,073 758,030

立替金の増減額（△は増加） 447 △6,462

仕入債務の増減額（△は減少） △2,189,467 △121,987

未払金の増減額（△は減少） △505,861 △98,285

未払費用の増減額（△は減少） 175,876 △195,718

未払消費税等の増減額（△は減少） 92,097 △146,989

預り金の増減額（△は減少） 182,150 △136,348

長期未払金の増減額（△は減少） △2,867 568,898

製品補償損失引当金の増減額（△は減少） - △716,518

その他の固定負債の増減額（△は減少） 63,718 △6,964

その他 2,691 △112,356

小計 3,024,307 874,893

利息及び配当金の受取額 60,971 35,500

利息の支払額 △356,134 △279,437

法人税等の支払額 △412,704 △483,994

法人税等の還付額 5,739 17,276

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,322,179 164,238
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  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △22,800 -

定期預金の払戻による収入 - 30,551

有形固定資産の取得による支出 △540,259 △543,920

有形固定資産の売却による収入 1,139 51,635

無形固定資産の取得による支出 △47,343 △39,528

敷金及び保証金の差入による支出 △22,527 △27,865

敷金及び保証金の回収による収入 13,390 15,419

長期貸付金の回収による収入 6,071 -

保険積立金の払戻による収入 - 9,495

その他 △6,190 △5,749

投資活動によるキャッシュ・フロー △618,518 △509,962

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,284,267 865,800

長期借入れによる収入 900,000 -

長期借入金の返済による支出 △404,863 △505,783

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △192,932 △218,392

配当金の支払額 △93,077 △108,466

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,075,141 33,157

現金及び現金同等物に係る換算差額 147,312 306,910

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 775,832 △5,656

現金及び現金同等物の期首残高 3,041,042 4,203,382

連結子会社の決算期変更に伴う現金及び現金同等物

の増減額（△は減少）
430,822 -

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 4,247,697 ※ 4,197,726
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日。以下「2022年改正

会計基準」という。）等を当中間連結会計期間の期首から適用しております。

法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20-３

項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28

号　2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65-２項(2)ただし書きに定める経過的な取扱いに

従っております。なお、当該会計方針の変更による中間連結財務諸表への影響はありません。

また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結財務諸表に

おける取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当中間連結会計期間の期首から適用して

おります。当該会計方針の変更は、遡及適用され、前中間連結会計期間及び前連結会計年度については遡及適用後

の中間連結財務諸表及び連結財務諸表となっております。なお、当該会計方針の変更による前中間連結会計期間の

中間連結財務諸表及び前連結会計年度の連結財務諸表への影響はありません。

 

（中間連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

税金費用については、当中間連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後

の実効税率を合理的に見積り、税引前中間純損益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

（追加情報）

（不適切な会計処理について）

当社の連結子会社であるパワーサプライテクノロジー株式会社（以下、「PST社」といいます。）において、過

去に製造・販売した製品の不具合への対応として、販売先に発生した交換対応等に係る費用の一部をPST社が負担

することとなっていたにもかかわらず、当該負担に伴う損失が会計処理されていなかったことが判明しました（以

下、「本件事案」といいます。）。本件事案について、当社は2026年１月23日付で外部の弁護士・公認会計士で構

成される特別調査委員会を設置し、2026年３月13日付で同委員会より調査報告書を受領した結果、前連結会計年度

においてPST社が負担すべき損失を製品補償損失引当金として計上すべきであったことが判明しました。

調査の結果を中間連結財務諸表に反映するため、過去に提出済の半期報告書に記載されている中間連結財務諸表

を訂正することといたしました。今回の訂正にあたって、前連結会計年度において製品補償損失引当金繰入額等を

計上したことにより、利益剰余金の当期首残高を867,574千円減額しております。また、当中間連結会計期間にお

いてPST社負担額が確定したことから、前連結会計年度の連結貸借対照表に計上しておりました製品補償損失引当

金716,518千円を、未払金143,303千円及び長期未払金573,214千円に振り替えております。
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（中間連結損益計算書関係）

　※ 当中間連結会計期間(自 2024年４月１日　至 2024年９月30日)

　　当社は、前代表取締役社長の不適切な経費の使用等に関し、特別調査委員会を設置して調査を行った他、グ

ループ全体における類似事案の有無や会計処理の適切性等の自己点検を実施いたしました。

　　これらの特別調査委員会による調査等に係る一連の損失233,000千円を、特別調査等関連損失引当金繰入額と

して特別損失に計上しております。

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のと

おりであります。

 

前中間連結会計期間

（自　2023年４月１日

至　2023年９月30日）

当中間連結会計期間

（自　2024年４月１日

至　2024年９月30日）

　現金及び預金勘定 4,290,397千円 4,229,226千円

　預入期間が３か月を超える定期預金 △42,700 △31,500

　現金及び現金同等物 4,247,697 4,197,726
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自 2023年４月１日　至 2023年９月30日）

１．配当金支払額

（決議）

 

株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年６月22日

定時株主総会
普通株式 93,258 6.00  2023年３月31日  2023年６月23日 利益剰余金

 

２．株主資本の金額の著しい変動

　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自 2024年４月１日　至 2024年９月30日）

１．配当金支払額

（決議）

 

株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年６月25日

定時株主総会
普通株式 108,801 7.00  2024年３月31日  2024年６月26日 利益剰余金

 

２．株主資本の金額の著しい変動

　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2023年４月１日　至　2023年９月30日）

　１．報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報並びに収益の分解情報

     （単位：千円）

 ＨＳ事業
ＥＭＳ

事業
ＰＳ事業 合計 調整額

中間連結

損益計算書

計上額

売上高       

日本 9,086,542 4,130,192 1,173,534 14,390,269 － 14,390,269

中国 769,189 3,521,514 6,064,397 10,355,102 － 10,355,102

マレーシア － 5,463,432 － 5,463,432 － 5,463,432

その他 1,561,111 4,232,601 272,366 6,066,079 － 6,066,079

顧客との契約から
生じる収益

11,416,843 17,347,741 7,510,298 36,274,884 － 36,274,884

(1)外部顧客への

売上高
11,416,843 17,347,741 7,510,298 36,274,884 － 36,274,884

(2)セグメント間

の内部売上高

又は振替高

84,498 1,103,750 3,408 1,191,656 △1,191,656 －

計 11,501,341 18,451,491 7,513,707 37,466,541 △1,191,656 36,274,884

セグメント利益 427,957 134,347 219,467 781,772 △283,683 498,089

（注）１．セグメント利益の調整額△283,683千円には、セグメント間取引消去18,744千円、各報告セグ

メントに配分していない全社費用△302,427千円が含まれております。全社費用の主なもの

は、当社（持株会社）に係る費用であります。

２．セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

３．その他の区分に属する国の内訳は、ベトナム、米国、タイ、ラオス、インドネシアであります。

 

　２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

該当事項はありません。

 

（のれんの金額の重要な変動）

該当事項はありません。

 

（重要な負ののれん発生益）

該当事項はありません。
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Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

　１．報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報並びに収益の分解情報

     （単位：千円）

 ＨＳ事業
ＥＭＳ

事業
ＰＳ事業 合計 調整額

中間連結

損益計算書

計上額

売上高       

日本 8,754,260 3,781,322 1,222,556 13,758,139 － 13,758,139

中国 1,087,139 3,835,493 5,961,553 10,884,186 － 10,884,186

マレーシア － 5,046,536 － 5,046,536 － 5,046,536

その他 1,653,516 4,951,609 469,847 7,074,973 － 7,074,973

顧客との契約から
生じる収益

11,494,917 17,614,961 7,653,958 36,763,836 － 36,763,836

(1)外部顧客への

売上高
11,494,917 17,614,961 7,653,958 36,763,836 － 36,763,836

(2)セグメント間

の内部売上高

又は振替高

58,946 738,152 1,394 798,493 △798,493 －

計 11,553,863 18,353,114 7,655,352 37,562,330 △798,493 36,763,836

セグメント利益 310,729 469,871 499,755 1,280,356 △331,681 948,674

（注）１．セグメント利益の調整額△331,681千円には、セグメント間取引消去7,106千円、各報告セグメ

ントに配分していない全社費用△338,787千円が含まれております。全社費用の主なものは、

当社（持株会社）に係る費用であります。

２．セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

３．その他の区分に属する国の内訳は、米国、ベトナム、タイ、ラオス、インドネシアであります。

 

　２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

該当事項はありません。

 

（のれんの金額の重要な変動）

該当事項はありません。

 

（重要な負ののれん発生益）

該当事項はありません。
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（収益認識関係）

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま

す。

 

（１株当たり情報）

１株当たり中間純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前中間連結会計期間
（自　2023年４月１日
至　2023年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2024年４月１日
至　2024年９月30日）

１株当たり中間純利益金額 36円03銭 61円23銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益金額

（千円）
560,026 951,644

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純

利益金額（千円）
560,026 951,644

普通株式の期中平均株式数（株） 15,543,041 15,543,041

（注）潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

 

 

 

２【その他】

　　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

          2026年４月27日

ｎｍｓ ホールディングス株式会社

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

　東京事務所
 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 開内　啓行

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 大谷　文隆

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているｎｍｓ ホール

ディングス株式会社の2024年４月１日から2025年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2024年４月１日から

2024年９月30日まで）に係る訂正後の中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連

結包括利益計算書、中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、ｎｍｓ ホールディングス株式会社及び連結子会社の2024年９月30日現在の財政状態並び

に同日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせ

る事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、

監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断し

ている。

 

その他の事項

半期報告書の訂正報告書の提出理由に記載されている通り、会社は、中間連結財務諸表を訂正している。なお、当監査

法人は、訂正前の中間連結財務諸表に対して2025年１月14日に期中レビュー報告書を提出しているが、当該訂正に伴い、

訂正後の中間連結財務諸表に対して本期中レビュー報告書を提出する。

 

中間連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年

度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
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・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認

められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。

また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務諸表の

注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間

連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報

告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能

性がある。

・ 中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい

ないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構成及

び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められな

いかどうかを評価する。

・ 中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の結

論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項に

ついて報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 

 

（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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